
（様式第４号）         介護保険運営協議会 会議概要 

 

１ 審議会名  上田市介護保険運営協議会 

２ 日  時  令和元年 12月 24日 午後 1時 30分から午後 2時 40分まで 

３ 会  場  上田創造館 2階コミュニティーホール大 

４ 出 席 者  麻生委員、荻原委員、小林委員、関委員、芹澤委員、友松委員、橋本委員、 

堀内委員、森田委員、山寺委員、山本委員 

 

５ 市側出席者 近藤福祉部長、藤沢高齢者介護課長、橋詰地域包括ケア推進係長、 

斎藤高齢者支援担当係長、矢野高齢者支援担当係長、下村介護保険担当係長、 

小須田介護保険担当係長、半田高齢者支援担当係長、中澤高齢者支援担当係長、 

井澤高齢者支援担当係長、下城高齢者支援担当係長、甲田介護保険担当 

 

６ 公開・非公開等の別   公開 ・  一部公開  ・  非公開 

７ 傍聴者  0人    記者  0人 

８ 会議概要作成年月日  令和元年 12月 27日 

協 議 事 項 等 

１ 開  会（高齢者介護課長） 

 

２ あいさつ 

 

３ 協議事項（橋本会長の進行） 

（１） 地域密着型サービス事業者の指定について 

（２） 第 7期上田市高齢者福祉総合計画における介護サービスの基盤整備について 

 

審議概要 

 

（１）地域密着型サービス事業者の指定について 

 

（委員） 設備とかその辺のところは大丈夫だと思うのですが、運営のところで（施設見学時に）2、

3質問したところですが、そこはまたできてから実地指導等でしっかり確認していただき

たいと思います。 

 

（事務局）午前中、施設見学をしていただいて、その場でも施設の方、こちらにも 2、3質問をいただ

きましたので、その点はこれからの実地指導、それから運営推進会議を半年に 1回行う形

になりますので、そういったところを活用しながら市の方でも確認していきたいと思って

いますので、よろしくお願いします。 

 

（会長） 御質問、御意見も尽きたようですので、この件については、皆様の御承認をいただいたもの

とさせていただきたいと思いますがよろしいでしょうか。それでは御承認をいただいたもの

といたします。 

 

（２）第 7期上田市高齢者福祉総合計画における介護サービスの基盤整備について 

 

（委員） 基盤整備に対しては、人材の確保が一番の課題だと思います。既存の施設の利用状況、ほ

ぼ定員どおりということですけれども、これが毎月なのか、それぞれ施設に問い合わせな



りして把握しているのでしょうか。 

 

（事務局）細かい数字的な部分で各事業者さんにお願いしているわけではないのですが、運営推進会

議が地域密着型サービスの場合、2か月に 1回ありますので、そこで施設の 2か月の状況

を各事業所さんの方で話していただく中で、利用者数ですとか稼働率というところを把握

している状況です。あとは、年間を通じて給付実績が市の方に上がってきますので、そう

いった状況で把握しているような形になります。 

 

（委員） これは、次期計画に際しての意見かと思いますけれども、計画を作る段階でおよその介護

人材をどのくらい確保したらいいか、数字的なものを国とか県は計画書で示しているんで

すよ。市でもどれくらい不足しているのか、どんな捉え方でやってらっしゃるのでしょう

か。 

 

（事務局）計画を策定する際に、3年間の介護サービス料を推計していく中で、人材にかかわる部分

も各市町村で概ね推計しています。それを集約したものが県にあがって、最終的に国が数

字の方を出しているという状況なのですが、それが３年間の中で、推計と実人数が違って

くるので、それを 3年ごとに見直しながら施設整備の需要状況に反映させていくという形

はとっています。 

 

（委員） 住民とか高齢者のニーズは地域密着の方へシフトしてきています。例えば、広域的な大き

な特養より地域密着の 29床とかで希望は多いですけれども、とにかく働いてくれる人がい

ないというのが現実です。ですから施設を造っていただくのはもちろんありがたいのです

けれども、その辺、事業者さんによってはどうしてこんなに施設はできてくるのに、人は

足りてやっているのかしらということで、量ともっと質の方で考えてもらいたいという要

望もあります。私もそれは高齢者として感じておりますので、人材確保の面も少し考慮し

て基盤整備を進めていただければという思いもあります。 

 

（委員） 住宅型から介護付きに代わっていく一番の違い、その施策としてどんなふうな導き方とい

うか、その辺のところを説明していただきたい。 

 

（事務局）住宅型と介護付きの一番の違いは、そこの有料老人ホームの職員さんが介護サービスを提

供するのが、介護付きという形になります。介護サービスが、その有料老人ホームのサー

ビスという形になりますので、これまで住宅型というのはいわゆる高齢者の方のお住まい

の提供の場所であって、そこで食事の提供とか入浴の介助とかを提供するのですが、介護

サービス自体は外部から入れていただくという形になるので、一般の自宅にいらっしゃる

方と同じ形で、ヘルパーさんが必要な場合は訪問介護の事業者さんが外から入ってくると

か、デイサービスに行く場合は、そこからデイサービスに通っていただくという施設にな

るのですが、介護付きになると、その中でデイサービスに近い形のサービスを受けていた

だいたり、そこの職員さんがヘルパーさんのような仕事をしていただくという形になりま

すので、介護付きになるとある程度一か月の報酬というのが決まってきますので、そのへ

んで金額的なもののある程度の一定の枠が決まってくるのですが、住宅型だとその方がど

の程度のサービスを利用するかによって介護保険のサービス料が増えたり減ったりする状

況があります。特に、有料老人ホームの場合は、たくさんサービスが提供されるという傾

向が全国的にありまして、その辺が例えば介護付きになると月額の報酬になるので、逆に

抑えられたり、メリット的に言うと、限度額いっぱいまでのが、ある程度まで抑えられる



というのもありますし、当然使っていないという方は増えるということもあるんですが、

大きなところでは、報酬には差がないといいますか、自分たちがやるのか、外から入れる

のかということなので、事業者さんの意向に併せて介護付きのほうに転換したいという場

合は、こちらの方でも認めているという状態です。その辺のところが一番大きい違いにな

ってくるかと思います。 

 

（委員） そうするとですね、介護を外部に頼まなければ転換はしたけれども介護する人がマイナス

になっていくんじゃないかと。プラマイで平たく考えると介護する人がいないのに、どん

どん住宅型から介護付きに転換していっても十分介護できるのかな、という感じがね。ど

うも心の中での葛藤というか、バランスがとれないんですけど。その辺のところはどんな

ふうに。難しいところとは思うのですが。 

 

（事務局）指定の際には人員の基準が決まっていますので、転換する場合には、しっかり人員の確保

はされていますよね、ということは確認させていただく中で、当然転換、指定するという

形になるので、事業者さんにとって人員の確保をしていただくということは当然なのです

が、全体の人材が限られているという中でもあるので、その辺は 8期のところで、施設整

備の部分ですとか、市、国の施策として人員確保に向けた対策というのも必要になってく

るかと思います。現状はそれぞれ施設で人員が確保されているので、という中で要望があ

った中でこちらの方も確認して、人員の方もクリアしているなということで指定している

という状況なのですが、今後はなかなかそういうふうにいかないなという状況も出てくる

かと思いますので、そのへんは全体の対策的な部分も含めて検討していきたいと思ってい

ます。 

 

（委員） 介護人材の話なんですが、新しいところができればそこに対しては集めてきて充足されて

いるように見えるかもしれないですけれども、その陰に、既存のところから介護人材がい

なくなっているという状況とか、立地的に悪いところは新しく高齢者も入ってこないとい

う状況で、サービス自体が厳しくなってきて、もしかすればもうそこは閉じなければなら

ない、というような選択を迫られるような状況がないとは言えないな、というようなこと

があるので、新しくやるところは新しいところだからみんな期待してスタッフも集まって

くると思うのですが、そのあと継続してその方たちが働いているかとか、そういうところ

もしっかり把握しておかないと、できて入ったけど、やっぱり違うから辞めますといった

人たちもいるので、安定してどこのサービスも既存のところも介護職員が足りているかと

いうことを観察していかないと新しいところができたらこっちがやめなきゃいけなくなっ

たっていうと、サービス自体が提供できなくなっていくので、その需要に関してはきちん

としておかなければいけないなと思います。 

 

（委員） 人材確保に関しては、市町村の場合では、人の定着と離職防止の取り組みが必要だと思い

ます。県レベルでは確保、これは医療介護の総合確保基金のほうからも財源が出ますし、

今回、介護職の夜間の対応交付金など県レベルでは使えますけど、市町村は特定の財源が

ないから、これといった事業化というのは難しいと思います。ただ、定着率を良くした

り、離職防止、介護の環境の改善とか、そういったことに関しては市町村でも取り組める

と思いますので、その辺を少し力を入れていただければ、質も確保できると考えておりま

す。とにかく人を確保できた施設だけ生き残ると今は言われておりますので、人材がきち

んとしていないとより良いサービスには結びつかないことは特に感じております。 

     つづいて 1点よろしいでしょうか。数字的な細かい点ですけれども、資料 2の認知症対応



型のデイサービスですけれども、ここに 6か所とありますけれども、これは 7ではないで

しょうか。現在の計画書を見ますと 7と書いてありますけれども、単なる印刷上のミスと

思いますけれども、確認していただけますか。 

 

（事務局）1か所止めてしまった事業所ありまして、資料 2の方は反映しておりまして、6か所になっ

ております。認知症対応型通所介護の 6か所というところですよね。これが計画のところ

は 7か所になっている。計画上は 7か所だったのですが、1か所閉じてしまった関係で、

実数をこの資料の方は載せてありますので、今現在 6か所という形になっております。 

 

 （会長） よろしいでしょうか。御質問、御意見も尽きたようですので、この件については、皆様の

御承認をいただいたものとさせていただきたいと思いますがよろしいでしょうか。ありが

とうございます。 

 

＊ 会議概要は原則として公開します。会議終了後、１週間以内に行政管理課へ提出してください。 

＊ 非公開及び一部非公開としたものについては、その理由を記載してください。 


